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2006年度研究行事概要報告
第34回公開講座
開催日 2006年10月31日図
場所関西大学第2学舎1号館A503教室
報告者・テーマ
岩下明裕
（北海道大学スラブ研究センター教授）
「北方領土問題ー4でも 0でも、 2でもな
くー 」
司会安武真隆
（関西大学法学研究所幹事・法学部助教授）
参加者 125名
2005年12月の『北方領土問題』（中公新書）
公刊後、報告者である岩下氏は、様々な反応・
バッシングを受けて来た。その経験を引き合
いに出しつつ、本公開講座では、領土問題を
学問的に批判的に論ずることが、政治的な文
脈や謀略史観と接合されて解釈されることの
不毛さがまず指摘された。
次いで、「四島返還論」を脱構築する必要
性が論じられた。日本が戦後60年間一貫して
「四島返還論」に固執してきたというのは歴
史的事実に反するし、ソ連・ロシア側が「四
島返還」を真剣に検討した形跡が殆どなく、
せいぜいのところ「二島引き渡し」との提案
をすることはあっても、日本側がこれを拒否
してきたことが指摘される。以上のことから、
「四島返還論」に固執することが日本におけ
る議論や日本の政策の選択肢を狭めていると
の評価が導かれる。
（報告者の所属等は行事開催時点）
後半では、ユーラシア各地における国境問
題において浮上している「フィフティ・フィ
フティ」というやり方が紹介され、国境地域
の根室住民の視点から北方領土を眺めると、
このやり方が現実味を帯びてくることが、各
種世論調査の資料を手がかりにして指摘され
る。
以上をふまえ、「四島返還」ではなく「ニ
島プラス a」をもって日本外交の「勝利」と
するよう期待値を再設定することが提案され
る。海の国境線を考慮すれば「二島引き渡し」
だけでも日本は4割近い排他的経済水域をえ
ることになるという。
また、国内でしばしば主張される「固有の
領土」論が、領土を取ったり取られたりして
きたヨーロッパでは説得力を持たないことが
指摘され、旧来の前提を払拭し、問題を多角
的に分析する中から解決• 前進の糸口を探る
ことの重要性が示唆された。
なお、この講演の後、この講演の元となっ
た著書に対して第6回大佛次郎論壇賞が授与
された。また報告者は、冒頭に言及した不毛
さを回避する意味から、本公開講座以降、北
方領土問題をメインテーマとした一般向けの
講演•取材を「自粛」するようになったとも
聞く。そのような意味においても、この公開
講座は極めて時宜を得たものであったと言え
よう。
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第32回現代法セミナー
開催日 2006年1月21日肉
場所児島惟謙館第2会議室
報告者・テーマ
パトリック・ポール・オニール
（東西学術研究所招へい研究者、ノース・
キャロライナ大学チャペル・ヒル校教授）
「アイルランドの移民問題：同化か多文化
主義か？」
コメント竹下賢
（関西大学大学院法務研究科教授）
司会孝忠延夫
（関西大学法学研究所長・法学部教授）
参加者 54名
ここ数年、アイルランドヘの移民の数が、
合法・違法にかかわらず激増している。歴史
的にいえば、移民を「出してきた」国として
有名なアイルランドの近年の動向にはどのよ
うな背景があるのだろうか。ノース・キャロ
ライナ大学のパトリック.p. オニール
(Patrick P叫 O'Neill)教授は、アイルランド
の歴史、および現状を説明した後、移民問題
の政治・経済的背景についてわかりやすく報
告された。論議のなかでは、同教授の「同化
か多文化主義か( • assrm1lat10n or multi-
culturalism?)」という問題設定に関心が集中
した。すなわち、かかる問題設定の前に、「同
化か統合か (assimilationor integration?)」
という問題があるのではないか、その問題に
含まれる諸論点の解明をふまえたうえで、ど
のような多文化主義なのか、あるいは他の選
択肢がありうるのか、という論議になるので
はないか、というものであった。多文化主義
についての竹下賢教授（法哲学）のわかりや
すいコメント、和田葉子教授（東西学術研究
所主幹）の的確な通訳と運営のもとに、学生
をも含めた充実したセミナーであった。
第33回現代法セミナー
開催日 2007年3月26日（月）
場所児島惟謙館第1会議室
報告者・テーマ
ライナー・ヴァール（ドイツ連邦共和国
フライブルク大学教授）
「ヨーロッパ化、国際化と連邦憲法裁判所」
通訳鈴木秀美
（大阪大学大学院高等司法研究科教授）
司会野呂充
（関西大学大学院法務研究科教授）
参加者 44名
立憲主義にたつ憲法において憲法保障制度
として最も重要な役割を果たしているのが、
違憲審査制である。憲法は国の最高法規であ
り、それに反する法律、命令その他の国家行
為は違憲・無効であるが、それは国家行為の
合憲性を審査・決定する機関があってはじめ
て現実に確保される。また、憲法を基礎づけ
ている基本的人権の実効的な保障を確保する
ためにも、基本的人権が立法権・行政権によ
って侵害される場合に、それを救済する「憲
法の番人」として、裁判所ないしそれに類す
る機関による違憲審査制が要請される。
第33回現代法セミナーは、フライブルク大
学ライナー・ヴァール教授をお招きし、ドイ
ツの違憲審査制の特徴と、その担い手たる連
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邦憲法裁判所と、ヨーロッパ評議会やヨーロ
ッパ連合における基本権保障との関係につい
てご報告いただいた。
講演の中で、ヴァール教授は、「20世紀後半、
めざましい発展を遂げたヨーロッパ諸国の違
憲審査制が、法秩序のヨーロッパ化にともな
い、自身もヨーロッパ化を迫られているが、
それを各国の違憲審査制の意義の喪失という
意味に解するべきではない。ヨーロッパ化が
各国の憲法裁判所にもたらしたのは、ヨーロ
ッパ人権裁判所とヨーロッパ司法裁判所とと
もに、ヨーロッパ全体における憲法秩序の強
化のために協働するという新しい役割であ
る」と述べられた。
講演に続く討論には、関西在住の多数の憲
法・行政法の研究者が参加し、アメリカ型と
ドイツ型の違憲審査制の機能が接近傾向にあ
ることや、近年、 ドイツ連邦憲法裁判所とヨ
ーロッパ人権裁判所の間に生じた緊張関係の
評価など、多岐にわたる論点について、充実
した質疑応答が行われた。
第37回シンポジウム
開催日 2006年12月16日（土）
場所児島惟謙館第 1会議室
全体テーマ
「東アジア。その近未来像を描くために」
報告者・テーマ
徐勝（立命館大学コリア研究センター
長・立命館大学法学部教授）
「太陽政策と東アジアの未来」
李鍾園（法政大学講師）
「東アジア相生の試みー協力と安定化構想」
司会・コーディネータ 孝忠延夫
（関西大学法学研究所長・法学部教授）
参加者 29名
世界の各国・各地域で「国民国家」の枠組
みを超えたさまざまな「対話」と「共同体」
形成の構想が出され、一部では、それらの試
みの具体化へ向けた動きも進んでいる (EU
の動向については、本研究所第38回シンポジ
ウムで扱った）のに対して、東アジアでは、「対
立」克服の可能性、信頼醸成をはかる「対話」
の糸口さえ確信をもっては語れない状況にあ
る。東アジアにおける対立と緊張が継続し、
激化するのか、新たな対話と共同の可能性が
芽生えるのか。東アジアの近未来像が描ける
のか否かは、 21世紀における人類のあり方を
左右する、まさに人類史的課題となりつつあ
るといっても、決して大げさではない。徐勝
教授（立命館大学コリア研究センター所長）
は、包容政策、和解• 協力政策としての「太
陽政策」の内容と意義を説き、その政策が東
アジアの未来にとって持つ意味を報告された。
また、李鐘國講師（法政大学講師）は、冷戦
終了後の東アジアの変化と地域協力、安定化
の試みをふり返り、さまざまな東アジア共同
体論を紹介・検討したうえで、安全保障問題
を含めた制度構築について報告された。東ア
ジアの近未来像を具体的に描くことまではで
きなかったが、その像を構想するための前提
条件、および問題の所在は明らかになってき
たと思われる。
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1 第38回シンポジウム
開催日 2007年3月14日如
場所児島惟謙館第 1会議室
全体テーマ
「EU(ヨーロッパ連合）一その現状と課題」
報告者・テーマ
ゲロルト・アメルンク
（大阪・神戸ドイツ連邦共和国総領事）
「ヨーロッパの統合ードイツの視点から」
ウォルフガング・パーペ
（日欧産業協カセンター事務局長）
「EUの産業政策」
コメント H.P. マルチュケ
（同志社大学教授）
司会孝忠延夫
（関西大学法学研究所長・法学部教授）
参加者 27名
国民国家の枠組みを超える協力と共同の先
駆的な例とされるEUが、今大きな岐路に立
たされている。その加盟国の広がりのなかで、
東ヨーロッパ諸国とトルコとの加盟をめぐっ
て、その統合と共同体の理念があらためて問
われているからである。もちろん、その「対
話と共同」の手がかりさえ掴みにくいアジア
（とりわけ東アジア）においては、 EUの事例
から、その教訓を絶えず学ぶことが必要であ
ろう。本シンポジウムでは、 EUの成立、展開、
発展に重要な役割を果たし、これからも貴重
な存在でありつづけると思われるドイツの立
場をゲロルト・アメルンク博士（大阪・神戸
ドイツ連邦共和国総領事）にお話しいただい
た。氏の報告は、ヨーロッパ統合の端緒であ
るローマ条約から説き起こし、 EU議長国ド
イツの長期的役割にまで及んだ。また、ウォ
ルフガング・パーペ博士（日欧産業協カセン
ター事務局長）は、経済協力、産業政策の作
成から始まったEUが政治的共同体としても
発展してきたことを具体的に説かれた。 H.
P. マルチュケ教授（同志社大学）のコメント
をふまえて多様な論点について質疑応答がな
された。時間の関係で、 EUが解決を迫られ
ている課題などについて十分な論議ができな
かったことは残念である。
第60回特別研究会
開催日 2006年4月3日（月）
場所児島惟謙館第1会議室
報告者・テーマ
遠藤比呂通（弁護士）
「安心して居住する権利の要件事実？
ー「権利を持つ権利」を喪失した人々と国
家の神話ー」
コメント 小泉 良幸（関西大学法学部教授）
司会孝忠延夫
（関西大学法学研究所長・法学部教授）
参加者 45名
報告者である遠藤比呂通弁護士は、東京大
学法学部で憲法訴訟論のパイオニア芦部信喜
教授の下で助手として憲法研究者としての道
を出発。東北大学法学部で助教授として教鞭
をとるが、その後、弁護士に転身し、現在、
大阪市西成区で法律事務所を開業。最近では、
不法滞在者の強制送還訴訟の代理人として、
また、大阪城公園や靱公園での「ブルー・テ
ント」除却処分訴訟の代理人として、「少数
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者の人権」問題を理論的・ 実践的に問い詰め
ている。主著には、『自由とは何か』（日本評
論社）がある。裁判所は違憲判決を下した後、
その違憲状態を是正するために何を行うこと
ができるのかという、いわゆる「憲法的救済
法」に関する本格的研究書であると同時に、
「われわれ」＝社会における多数派が、ある
出来事を「自由の侵害」として捉える枠組み
と限界について考察した書でもある。
今回の報告では、「ホームレス」の生活保
護受給申請を、彼らが「住所」を有しないと
いう理由で拒否した府の処分を「違法」とし
た裁判官が、同時に、公立公園での「ブルー・
テント」の除却命令を「合法」とする判決を
下したという出来事の紹介から始まり、そこ
に、行政法的には合理的であるが、人権論的
観点からは批判されるべき、裁判官の思考様
式が浮き彫りにされた。「住所」である以上、
人の占有を解く手続が必要であるにも拘わら
ず、都市公園法上での違法占有「物」の除却
の手続で、実質上、退去強制することの是非
という、法律学的に極めて興味深い「論点」
が示された。「ホームレス」という「生き方」
（身分ではない）を余儀なくさせている、「わ
れわれ」の社会が、「われわれ」の安全（感覚）
のために、「彼ら」の「安全に生活する権利」
を脅かすことの、人権侵害性について、氏の
年来の主張である、「市民相互の政治的義務
論」（参照、遠藤「積極的平和論の基礎J『現
代の法 l 現代国家と法』（岩波書店））にま
で立ち入った報告が行われた。
報告の後、吉田教授が、ドイツにおける「ホ
ームレス」の人権問題に言及し、「ホームレス」
支援活動を行ってきた参加者の発言等もあり、
活発な討議が行われた。
第61回特別研究会
開催日 2006年7月7日命
場所児島惟謙館第1会議室
報告者・テーマ
ライナー・ピチャース（シュパイアー行政
学院（大学院大学）教授）
「循環型社会における環境保護と行政法学
の課題」
コメント・通訳磯村篤範
（関西大学法学研究所委嘱研究員・
大阪教育大学教育学部教授）
司会後藤元伸
（関西大学法学研究所研究員・法学部教授）
参加者 8名
ピチャース教授の本研究会における報告は、
EUからの影響を考察の前提として、ドイツ
における環境法制、環境政策およびその他の
環境保護に関する手法を分析することにより、
環境保護をめぐるドイツの最近の潮流につき
多面的に論じるものであった。
まず、環境法および環境政策におけるグロ
ーバルな課題としての意味づけが与えられて
いるところの、持続的な環境保護について論
じられた。すなわち、環境保護の基礎には持
続的発展の思想がある。すなわち、環境保護
はまさにグローバル的発展のための最大のリ
ソースであるから、企業経済もまた持続的発
展の原則に応答すべき責務がある。この観点
から、廃棄物処理・ゴミ処理に関する法分野
においては、循環型経済へと移行する必要が
ある。
次に、 ドイツにおける社会的かつ経済的な
環境政策が論じられた。これは、国家と企業
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経済の協働的責務という観点からのものであ
る。すなわち、 ドイツでは基本法に国家目標
として環境保護が掲げられている。このこと
から、国家には環境保護義務が課せられ、現
実にも立法においては、そのエコロジー化が
顕著に進んでいる。さらには、環境法の展開
の集大成というべき環境法典の制定に向けら
れた努力が続けられている。
もっとも、環境保護の基本原則としての協
働原則という観点からは、国家のみならず、
環境に関わる市民あるいは企業の協働が不可
欠である。国家・自治体と企業の協働が要請
されるのは、環境保護政策の執行の段階であ
る。企業との環境に関する行政的協定という
手法が当然に考えられるが、それがすべてで
はない。環境セクターにおける情報開示、情
報の共有およびコミュニケーションが重要で
ある。
こうした環境法・政策・手法のドイツにお
ける展開はヨーロッパ・レヴェルの環境保護
の展開の多大な影響の下にある。少なくとも、
ェコロジー的な、ないしは、環境法上の最低
基準の調整・調和をヨーロッパ・レヴェルで
図る結果として生じるものである。協働原則
的手法にしてもそうである。規範設定および
その実行段階の管理につき、国家と企業の協
定によりこれをコントロールするものである
が、それは、いわば国家が一歩引いたかたち
で、環境保護という国家目標を達成しようと
するものである。
ドイツ環境法・政策の今日的展開は、 EC
法との連関の中で複線的・重畳的に捉えられ
なければならない。
第62回特別研究会
開催日 2006年8月23日術
場所児島惟謙館第 1会議室
報告者・テーマ
岩村 充（早稲田大学大学院アジア太平洋
研究科教授）
「金融取引と消費税一金融サービス消費税
の検討ー」
討論新堂精士（富士通総研研究員）
討論吉田倫子（富士通総研研究員）
司会・討論村井正（関西大学名誉教授・
愛知学院大学大学院教授）
参加者 20名
現行消費税法上、金融機関の役務提供につ
いては、課税されない。これは我が国だけの
問題ではない。岩村教授は、日銀時代から、
そうした扱いの非なることを明らかにしてき
たが、今回の報告では、共同研究者の実証的
な研究によって岩村説が更に論証されたもの
と思われる。時あたかも欧州連合でも金融機
関の付加価値税非課税に対する批判は強く、
こうした傾向は世界的な流れというべきかも
しれない。岩村教授は、この問題について経
済学の立場からは、課税説の正当なことを論
証されたが（別稿参照）、今回特に本研究会
で希望されたのは、そうした考え方が法律学、
特に租税法学の領域で通用するものかどうか
を検証したいということであった。
それに対して租税法の立場からは、租税立
法の設計においては、その理由付けに経済学
の知見を要求するとは限らず、租税立法は一
種の「割り切り」の側面が濃厚なことを指摘
し、したがって、例えば税制改正により「金
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融機関の付加価値に課税する」とすれば、と
りあえず実施可能であるとする意見が示され
た。ただ保険業については、一部特殊性が認
められるため、今一度議論の必要が残されて
いる。共通問題について法律家とエコノミス
トが共に胸襟を開いて議論することは、まだ
珍しく、その意味でも有益であったと思う。
第63回特別研究会
開催日 2006年9月22日（金）
場所児島惟謙館第 1会議室
報告者・テーマ
ジャン・クロード・アルアン
（ポワティエ大学教授）
「フランスにおける小規模閉鎖会社」
通訳亀井克之
（関西大学総合情報学部教授）
司会後藤元伸
（関西大学法学研究所研究員・法学部教授）
参加者 10名
わが国では、 2005年に会社法(2006年施行）
が、 2006年に「一般社団法人及び一般財団法
人に関する法律」 (2008年施行予定）が制定
された。これにより、団体法ないし法人法の
領域では、営利法人につき会社法が、非営利
法人につき一般社団• 財団法人法が規整する
ところとなった。その特徴として、法人の規
模にあわせて組織設計のカタログが用意され、
内容形成の自由が確保されたことが挙げられ
るであろう。この点につき、フランスの株式
会社における組織設計における自由化につい
ては、株式会社法制の自由化という手法は基
本的にとられなかった。会社法における自由
化の波の一つは、従来の株式会社とは異なる
法人形式として用意された簡易型の略式株式
会社 (societepar action simplifiee)である。
もう一つは、有限責任会社であり、そして、
一人有限会社(societea responsabilite limitee 
unipersonnelle)である。
ジャン・クロード・アルアン (Jean-Claude
Hallouin)教授は、フランスにおける商事会
社法および非営利法人（アソシアシオン）法
の研究者であり、本研究会の報告では、以上
の観点から、フランスにおける小規模閉鎖会
社を規律する法制度につき、一人有限会社を
中心に検討するものである。
まず、一人有限責任会社がフランスに導入
された経緯が論じられた。事業リスクの限定、
つまり、社員の有限責任については、元来の
フランス有限責任会社法制はこれを満足させ
ていたが、一人企業の要請に応えるものでは
なかったので、一人会社の可能性につき議論
が生じ、当初は限定的ながら一人有限会社が
承認されるに至った。現在では、略式株式会
社についても一人会社が承認されている。
一人会社については、私法上の基礎理論と
の関連で、大きな議論を提供するものである。
すなわち、一人の人格者は一つの財産しか有
しえないという財産概念との関連である。こ
れに対する対応は、一人会社の別人格性を強
調するか、あるいは、端的に上記の一人一財
産の原則の例外を承認するかである。フラン
スでは前者の途がとられた。例外の承認には
複雑・ 煩雑な立法手続が必要であるのに対し、
一人会社法制による解決は単純明l央だからで
ある。また、一人会社は、社員数を増加させ
ることが可能であるから、企業承継・譲渡や
一人から始める企業にはきわめて好都合であ
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ることが判明した。後者の点は重要であり、
まずは、一人会社を設立することにより事業
を開始し、後にパートナーを増やすことによ
り人的範囲あるいは資本量を拡大することも
できるのである。
フランスにおける会社法の展開も、規制緩
和の中にあり、一人有限会社もまたこのよう
な展開との連関で理解する必要がある。
第64回特別研究会
開催日 2006年12月9日(±)
場所児島惟謙館第1会議室
報告者・テーマ
イェルク・ブラムゼン
（関西大学大学院法務研究科招へい研究
者・バイロイト大学講師）
「企業組織幹部の正犯性」
通訳前嶋匠（奈良産業大学専任講師）
司会葛原力三
（関西大学法学研究所幹事・法学部教授）
参加者 9名
直接的な法益侵害行為を行った者の背後に
いて、この者をコントロールすることができ
る地位にいた者の正犯性（あるいはおよそ可
罰性）を根拠づける試みは、古くから間接正
犯論を中心に行われ、さまざまな提案がなさ
れてきた。この問題は、共犯論の分野におけ
る純粋に理論的な検討の対象であるのみなら
ず、今日では企業犯罪の問題領域において、
企業組織幹部の刑事責任を検討する際に、実
践的にも非常に大きな意味を獲得するに至っ
た。特に、組織的な権力機構を利用した背後
者の正犯性という理論構成が可能であるとす
れば、極めてストレートに企業組織の幹部職
員、取締役会構成員等の責任を根拠づけるこ
とができる。経済犯罪・企業犯罪をライフワ
ークとされるバイロイト大学のBramrnsen博
士による、上記のような正犯性の根拠づけの
試みのバリエーションに批判的検討を加える
報告に基づき、組織的な権力機構を利用する
行為支配という構成の可否を中心に議論を行
った。
第65回特別研究会
開催日 2007年2月14日困
場所児島惟謙館第 1会議室
報告者・テーマ
林美媛（関西大学法学研究所招へい研
究者・漢陽大学校法科大学助教授）
「生命倫理の観点から見たカントの「人間
の尊厳」の概念」
通訳葛原力三
（関西大学法学研究所幹事・法学部教授）
コメント竹下賢
（関西大学大学院法務研究科教授）
司会孝忠延夫
（関西大学法学研究所長・法学部教授）
参加者 13名
今日の生命科学への倫理的要請は、個人の
生物学的、遺伝子的宿命と不幸の改善である、
とする林美媛助教授（漠陽大学）はカントの
「人間の尊厳」概念を手がかりにかかる生命
倫理学的論議を展開しようとする。林助教授
は、「生命保護の問題」および「自己処分可
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能性の問題」を第一および第二の出発点とな
る「問い」に設定し、カントの「人間尊厳」
概念解釈のヴァリエーションを探る。カント
に還って、かかる生命倫理にアプローチしよ
うとする試論、すなわち、人間の尊厳の根拠
が、人間の道徳的自由および人間の生命の同
等性を普遍化する可能性を内在するがゆえに、
人々が繰り返しカントの自律と自己目的性の
概念に遡ろうとするという報告に対し、コメ
ントをおこなった竹下賢教授（法哲学）は、
カント理解の再確認が必要である旨主張され
た。少人数ではあったが、報告およびコメン
トを受け、質の高い論議が展開された。
1 第66回特別研究会
開催日 2007年3月12日（月）
場所児島惟謙館第 1会議室
報告者・テーマ
カール・ルートヴィッヒ・クンツ
（スイス ベルン大学教授）
「臨死介助」
通訳葛原力三
（関西大学法学研究所幹事・法学部教授）
司会山中敬一
（関西大学大学院法務研究科教授）
参加者 9名
積極的安楽死の違法阻却の可否及び範囲を
中心課題とする臨死介助 (Sterbehilfe)の諸
問題を巡っては、最近の我が国ではかならず
しも活発な議論が行われているとは言えない
が、それはこの問題の解決について一応のも
のであってもコンセンサスが成立したという
ことを意味せず、むしろ問題点が漸く明確に
なりつつあるという程度の段階で議論が停滞
しているに過ぎないであろう。東海大事件判
決以降は、問題自体が放置されている感すら
ある。こうした状況の下で、我が国における
議論再開の一つのきっかけともなることを願
いつつ、スイスにおける議論状況の報告を受
け、意見交換を行った。特に、スイスにおけ
る組織的自殺幣助団体の活動実態とその法規
制を巡る議論状況の報告が、長時間にわたる
質疑応答のきっかけとなった。
第47回総合研究会
開催日 2006年7月22日(±)
場所児島惟謙館第1会議室
報告者・テーマ
岡 克彦（長崎県立大学教授）
「大韓民国の建国過程における国民確定の
問題
一『元祖緯国人』の国籍基準をめぐって一」
参加者 16名
岡克彦教授（長崎県立大学）の報告は、ま
ず、主に韓国の建国過程である米軍政期(1945
年 9 月 ~48年 7 月）において、その国民をど
のような法的基準で確定したのかについて紹
介・検討することから始められた。米軍政庁
は、戦後処理の一環として南朝鮮にある日本
資産を将来的に緯国に移譲するために、それ
を清算管理した。いわゆる「敵産処理」の問
題である。この中心課題は、いかなる基準で
「日本人」の財産を識別するかであった。軍
政当局は、敵産の対象である日本人を、私人
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の場合、戸籍の登載を基準として形式的に判
断した。すなわち、血統上、朝鮮人か日本人
かにかかわりなく、日本戸籍（内地戸籍）に
入籍していれば日本人であり、朝鮮戸籍に入
籍していれば朝鮮人と判定したのである（戸
籍主義）。岡教授は、この基準が、その後、
韓国の建国時に自国民を確定するための基準
として踏襲されていったことを明らかにし、
その問題点を指摘された。現在の日韓関係に
もかかわる論点を内在する興味深い研究報告
であった。
第48回総合研究会
開催日 2006年12月22日（金）
場所児島惟謙館第 1会議室
報告者・テーマ
池田敏雄
（関西大学法学研究所主幹・法学部教授）
「廃棄物処理システムに係る法的諸問題」
参加者 10名
報告者は、廃棄物処理法の推移について説
明し、 2000(平成12)年6月2日に公布・施
行された循環型社会形成推進基本法（循環基
本法）が、循環型社会について①廃棄物等の
発生抑制、②循環資源（有用な廃棄物等）の
循環的利用（再利用・ 再生利用・熱回収の促
進）、③廃棄物としての適正な処分、が確保
されることにより天然資源の消費を抑制し、
環境への負荷ができる限り低減される社会と
定義して、適正な廃棄物処理システムの構築
を要請していることを解説した。その上で、
具体例として、 2007(平成19)年3月に改正
された大阪府廃棄物処理計画について、一般
廃棄物及び産業廃棄物の減量化目標、減量化
目標達成のための施策、適正な処理方策など
の提言内容を紹介し、地方自治体の法的課題
として、発生抑制方策、拡大生産者責任
(EPR)、ごみ有料化問題、責任主体の転換、
産業廃棄物の不適正処理対策などをどのよう
に検討し推進するかが問われていると指摘し
た。
3研究所連立型研究班合同研究会
開催日 2006年1月9日（木）
場所児島惟謙館第 1会議室
全体テーマ
「経済・政治・社会・文化システムの展開
と交流ーアジアの視点から」
報告者・テーマ
安田 1言之
（名古屋大学大学院国際開発研究科教
授・アジア法学会代表理事）
「アジアの社会と法」
共催行事
国際ワークショップ
「アメリカの戦争と世界秩序形成」
開催日 2006年7月15・16日（土・日）
場所児島惟謙館第 1会議室
報告者・テーマ
7月15日（土）
森聡（東京大学大学院 Ph.D候補）
-ll2-
「ベトナム戦争が『特別な関係』に与え
た影響：ジョンソン＝ウィルソン時代」
ァンドリュー・ロッター
（コルゲート大学教授）
「正しい戦争と不正な戦争： 1892年から
2004年のアメリカの経験」
ロバート・マクマン
（オハイオ朴I立大学教授）
「朝鮮戦争の衝撃と東アジアにおけるア
メリカの秩序」
7月16日（日）
松田 武（大阪外国語大学教授）
「『ソフトパワー』外交の新時代の夜明
け：文化交流か文化帝国主義か」
菅 英輝（西南女学院大学教授）
「冷戦とニクソン政権による米中接近の
始まり」
我部政明（琉球大学教授）
「日米の安全保障関係とアジアにおける
冷戦」
松岡完（筑波大学教授）
「ベトナム戦争とアメリカによる秩序」
参加者 7月15日 30名、 7月16日 26名
共催科研プロジェクト
（企画：大津留（北川）智恵子（法学部教授））
共催行事
関西大学法学部学術講演会
開催日 2006年9月21日困
場所児島惟謙館第 1会議室
報告者・テーマ
ダグ・ステンヴォル
ン大学スタイン・ロッカン社会科学研究
所研究員）
「避妊・中絶と社会主義政権：リプロダ
クティブ・ヘルスをめぐる政治」
参加者 9名
共催 関西大学法学部・人権問題研究室
共催行事
関西大学法学部120周年記念行事
法学部・法学研究所共催コロキアム
開催日 2006年12月2日(±)
場所尚文館AV大教室
報告者・テーマ
文正仁（延世大学教授）
「移行期の東北アジアー新旧の緊張と将
来の地域秩序」
歩 平（中国社会科学院近代歴史研究所長）
「東アジアにおける共同の歴史像の創造」
我部政明（琉球大学教授）
「沖縄からみた東アジア」
討論
豊下楢彦（関西学院大学教授）
孝忠延夫
（関西大学法学研究所長・法学部教授）
参加者 50名
（関西大学法学部招へい研究者、ベルゲ
21世紀の東アジアと日本の将来像を「東ア
ジアの人びと」と語ろうとするとき、その「対
話と共同」を可能ならしめるもの、その対話
と共同によって「創りあげていこう」とする
ものについての相互確認が欠かせない。まず
第一に、「対話」の前提となる信頼関係の構
築が不可欠である。幾多の歴史的経緯、多様
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で複雑な関係を紐解く努力を積み重ねるなか
で初めて形成される信頼醸成の課題を挙げて
おきたい。第二に、東アジアをたんに自国・
自地域の視点からだけではなく、その地域を
鳥鰍しうる視点を踏まえること、すなわち、
ともすれば自覚的・無自覚的に陥りがちな自
己の立場を所与の前提とするのではなく、不
断の「相対化」の試みによって、重なり合う
「合意」が一つひとつ生み出されていくので
はないだろうか。本コロキアムは、かかる問
題視角から法学部創立120周年を記念して法
学部との共催でおこなわれた。
まず、文正仁教授（緯国・延世大学）は、
歴史的にも現在も緊張の連続であった東北ア
ジアの地域はなお移行期にあるとし、この東
北アジアの新旧の緊張の原因を分析したうえ
で、将来の地域秩序のあり方、可能性を報告
された。また、歩平氏（中国社会科学院近代
歴史研究所長）は、教科書問題の持つ核心的
意味を明l央に指摘し、東アジアにおける共同
の歴史像の創造の意義と意味について報告さ
れた。さらに、我部政明教授（琉球大学）は、
沖縄の地政学的役割をグーグルを使ってわか
りやすく説明された後、沖縄からみた東アジ
アについて報告された。豊下樽彦教授（関西
学院大学）は、上記3報告のコメントにとど
まらず、北東アジアとナショナリズムの相克
について論じられた。また、孝忠延夫教授（法
学研究所長）からの全体にわたるコメントも
あった。「対話と共同」の前提となる歴史的・
文化的背景の再確認がおこなわれた本コロキ
アムは、法学研究所が取り組んでいる東アジ
アの平和と安全にかかわる一連の企画として
も位置づけられていた。
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2006年度研究活動報告
●マイノリティ研究班
研究課題 アジアの国民統合とマイノリティ
研究員と研究分担
主 幹吉田徳夫（法学部教授）
総括・日本におけるマイノリティ
研究員孝忠延夫（法学部教授）
南アジアにおけるマイノリティ
（研究員の所属等は2006年5月1日現在）
委嘱研究員 浅野宜之（聖母女学院短期大学助教授）
インドにおける自治と分権
委嘱研究員 宇田川 幸則（名古屋大学法政国際協力研究センター助教授）
中国法と国民統合
委嘱研究員 圏分典子（筑波大学社会科学系教授）
韓国における人権思想
委嘱研究員 西澤希久男（高知県立高知短期大学助教授）
タイにおける固有法と近代化
委嘱研究員 四本健二（名古屋経済大学法学部助教授）
カンボジア憲法と国家形成
委嘱研究員 M. カマル．ゲイ（闘地球環境戦略研究機関 (IDES)研究員）
アジアにおけるNGO
2006年度にマイノリティ研究班は次のよう
な活動を行った。研究は、研究員による個別
研究発表で、関西大学児島惟謙館の法学研究
所で主として行った。また今年度を以て本研
究班は2期にわたる研究活動を終了するため、
2007年春に2期目終了の研究叢書『アジアの
マイノリティと法I』を上梓する予定で、そ
の取り組みが進捗している。
國分典子研究員（筑波大学教授）はマイノ
リティ概念に関わる研究で、「韓国における
『マイノリティ』概念」と題して研究発表を
した。ついで「韓国における『統一』政策と
マイノリティ問題」と題する研究を発表した。
二回の発表を受けて、その研究は2007年春刊
行の研究叢書『アジアのマイノリティと法I』
において「緯国における北朝鮮の位置づけと
北朝鮮離脱民」という報告を著し、いわゆる
「脱北者」が韓国社会においてマイノリティ
として考察しうるという研究を得た。
また浅野宜之（聖母女学院短期大学助教授）
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は「インド・ジャー ルカンド＇｝卜 lにおけるパン
チャヤートと法」を研究発表し、研究叢書で
は「アッサム州におけるパンチャヤート法」
を纏められ、指定カースト・指定部族に関す
る研究を行った。西澤希久男研究員（高知県
立短期大学助教授）は「タイの奴隷制につい
て一現代不法労働者問題考察の手がかりとし
て」を発表し、叢書では「タイにおける共同
体の権利について」として上梓された。 1997
年憲法で取り上げられた共同体の権利とは、
用益権として規定され、資源開発との関係で
論じられ、マイノリティの共同体が権利主体
となることで、国民統合の可能性を指摘した。
四本健二研究員（名古屋経済大学助教授）は
「ポスト紛争国家と国民和解」という発表を
行い、カンボジアの現状分析が行われた。叢
書にはカンボジアにおけるDV防止法制が展
開される中で「カンボジアにおける女性の権
利」と題する論文を著し、アジアにおける
DV問題を指摘した。宇田川幸則研究員（名
古屋大学助教授）は「中国少数民族地域にお
ける法曹人材をめぐる諸問題」と題する発表
を行い、近年の中国における司法改革、とり
わけ司法試験ヘ一本化して、その資質の向上
が期待されていると指摘し、叢書では「中国
の少数民族地域における裁判官の人材難」と
して先行の発表を纏めた。吉田徳夫研究員（関
西大学教授）は発表には至らなかったが、「マ
イノリティ問題としての部落問題」と題して、
近代に入ってからの部落問題の変容と、変化
しなかった部分の問題を取り上げ、とりわけ
居住要件によるマイノリティの設定、或いは
登録問題としての部落問題が今日の大都市部
落の問題と指摘し、伝統的な血統主義的な理
解との混用が行われていると、問題提起が行
われた。また孝忠延夫法学研究所長（関西大
学教授）から序章となる「国民国家と『マイ
ノリティ」」という論文を寄稿していただい
た。そこではインドにおける憲法制定史の中
で行われたマイノリティ論争が紹介され、叢
書の巻頭を飾ることになった。
以上は、研究員による研究であるが、以下
に特別にお招きして行われた研究会に関して
紹介しておく。阿久澤麻里子（兵庫県立大学
助教授）氏から「マレーシア国内人権委員会
がもたらした人権状況の『進歩』と限界一イ
スラミゼーションのなかの人権」と題し、イ
スラム法における婚姻法の問題を報告してい
ただいた。また1兒正茂（上海政法学院教授）
氏から「中国湖南西部における土家族の慣習
法」と題して、中国少数民族の土家族の慣習
法の貴重な報告を得た。またマイノリティ班
は佐賀大学で特別研究会を行い、谷川昌幸（長
崎大学教授）氏から「ネパール民主化運動と
憲法」、さらに同氏のもとで研究されている
ネパールのKhadga(ネパールTribhuvan大学
講師）から、ネパールのBajung村に関する
調査研究を得た。さらに奈須裕治（佐賀大学
助教授）から「差別的言論規制の比較法的考
察」というヘイトスピーチに関する報告を得
た。
2006年度のマイノリティ班の活動状況の報
告を、以上を以てかえる。
（吉田徳夫）
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●環境政策研究班
研究課題循環型環境政策の実証的研究 (II)
研究員と研究分担
主 幹池田敏雄（法学音闘教授）
総括・循環型社会における環境基本法制
研究員後藤元伸（法学部教授）
循環型杜会とEU環境法制
研究員和田安彦（工学部教授）
循環型社会と廃棄物処理法制
委嘱研究員 磯村篤範（大阪教育大学教育学部教授）
循環型社会における国・地方・住民の協働関係法制
委嘱研究員 佐伯 彰洋（同志杜大学法学部教授）
循環型社会と情報公開法制
2006年度の研究活動
2003年4月に発足した環境政策研究班は、
2006年度は第2期の最終年度に当たり、研究
員各自が研究課題の趣旨に沿った研究成果の
取りまとめに当たった。研究班全体としては、
研究総括のための補完調査や資料の確認調査
を行った。
2006年度に、環境政策研究班が行った研究
会等の研究活動は、次の通りである。
第 1回研究会 2006年 4月22B(±) 
今年度の研究計画の打合せ
第 2回研究会 2006年 6月3日(±)
テーマ：「時代精神とドイツ企業の自己
理解ー政府の考え方に対する企業の行
動ー 」
報告者： Karl-Heinz Feuerherd (神戸山
手大学教授・ 元BASFエコロジー研究所
研究員）
第 3回研究会 2006年 6月24日(±)
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ドイツ環境政策調査の打合せ
〈ドイツ環境政策調査〉
2006年 8月30日沐,.._.9月7日（木）
ドイツに出張し、 BASF(ドイツ最大手
化学会社）、シュパイヤー高等行政学院、
環境首都フライブルク等を訪れて環境政策
に係る実態調査を行った。
ドイツ最大手化学製品製造会社BASFで
は、ライン工場を一巡した後、環境管理部
門の責任者であるBernhardHolzknecht博
士、中央法規部のSilkeKathrin Sechting女
史、廃水処理プラント主任のGunterKern 
氏からドイツにおける企業の環境保全に係
る説明を受けた。また、廃水処理プラント
を実地見学した。
シュパイヤー高等行政学院では、 Rainer
Pitschas教授を囲んで日独の環境政策につ
いて意見交換し、資料の供与を受けた。
フライブルクでは、環境首都の証として
のエコステーション、ソーラータワー、ご
み処理センター、公共交通機関などを視察
した。
第4回研究会 2006年1月25日(±)
【その 1】
テーマ：「ドイツ環境法の 3原則」
報告者：後藤元伸（本研究班研究員・法
学部教授）
【その2】
テーマ：「河川管理と住民参加ー河川レ
ンジャー制度の意義一」
報告者：佐伯彰洋（本研究班委嘱研究員・
同志社大学法学部教授）
第5回研究会 2007年3月26日(J:)
国土交通省四国整備局中村河川国道事務
所において開催
【その 1】
テーマ：「環境面から見た四万十川管理
と課題」
報告者：森本精郎（国土交通省中村河川
国道事務所副所長）
高橋 弘（国土交通省中村河川国道事務
所工務第一課長）
【その2】
テーマ：「河川管理と住民参加ー河川
NPOの役割一」
報告者：西内燦夫（四万十川僻村塾代表）
〈四万十川水環境調査〉
2007年3月25日（日）,_, 3月278(火）
高知県に赴き、四万十川水環境調査を行
った。この調査は2002年1月12日殴に関西
大学で開催された第23回現代法セミナー
「四万十川と流域圏構想」の進行管理状況
の把握を意味する。高知県文化環境部清
流・環境課を訪問し、坂本副部長及び片岡
清流・ 環境課チーフから四万十川条例の運
用状況について説明を受け、意見交換を行
った。その後四万十市に移動し、上記の第
5回研究会を開催した。また、四万十川の
自然工法による管理状況等について、河川
敷を視察した。
なお、以上の研究活動のほか、 2006年12
月22日（鉛の総合研究会では、池田敏雄主幹
が「廃棄物処理システムに係る法的諸問題」
について報告した。
研究叢書『続・循環型社会の環境政策と法』
の刊行予定
2007年前期中に第2期2年間の研究成果を
取りまとめて法学研究所・研究叢書『続・循
環型社会の環境政策と法』として刊行する。
同叢書の内容としては、第 1章「循環資源の
新たな社会モデルと法制度」（和田安彦）、第
2章「循環型社会における地方自治体の廃棄
物適正処理方策について」（池田敏雄）、第3
章「産業廃棄物と情報公開ー産業廃棄物処理
実績報告書の公開を中心に一」（佐伯彰洋）、
第4章「EC法における環境法の基本原則一
ドイツ文献に見る環境法ー」（後藤元伸）、
第5章「ドイツにおける私法上の地下水使用
権規制一循環型地下水管理法制度の一側面
ー」（磯村篤範）、第6章「循環型社会におけ
る環境保護と行政法学の課題」 (R.Pitschas
磯村篤範訳）を予定している。
（池田敏雄）
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●公証制度研究班
研究課題 公証制度の現代的課題と展望
研究員と研究分担
主 幹久保宏之（大学院法務研究科教授）
総括・全体コーデイネート、外国における電子公証制度
研究員千藤洋三（法学部教授）
フランスにおける公証人の専門家責任
研究員今西康人（大学院法務研究科教授）
ドイツにおける公証人の専門家責任
研究員木村哲也（大学院法務研究科教授）
電子公証制度の前提となる電子署名及び電子認証の実態
委嘱研究員 小山 英二（元大津家庭裁判所主席書記官）
裁判所書記官による公証制度の実務的考察
委嘱研究員 政清光博（本町公証人役場公証人）
予防司法の一環としての公証制度
はじめに
当公証制度研究班は、公証制度の社会への
一層の浸透を図るための方策として、公証人
任用制度、公証人責任の実態、電子公証制度
の普及を 3つの中心的テーマとして挙げ、こ
れを比較法的観点、および実務的観点から検
討することを課題とし、 2005年4月より研究
活動を開始、今年度は、その2年目に当たり、
まとめの年となった。
本年度も、昨年度と基本的には同様で、外
部講師による研究報告と所属研究員の報告を
伺い、討議を続け、各研究員の問題意識の確
定、到達目標の設定に資する方策を採った。
開催された研究会
① 2006年3月18日に、大阪大学法学研究
科の松川正毅教授を講師に招き、「フラ
ンスの公証人」と題する講演を聴いた。
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フランスにおける、公証人の資格、数、
気質などから、その職務の範囲、内容に
至るまで、詳細な報告であり、フランス
文化に溶け込んだ公証人の地位を理解す
ることができた。
② 2006年5月20日に、当研究班・政清
光清委嘱研究員（本町公証役場公証人）
による「公証人の調査義務」と題する報
告を聞き、質疑応答を行った。これまで
の内外の報告者の報告を基に、実務家の
立場から、わが国の判例に現れた公証人
の調査義務の法的問題を指摘し、調査義
務のありよう、また、義務違反の効果に
ついて、詳細な考察を述べ、新たな指針
を得ようとするものであった。
③ 7月22日に、日本大学商学部・山口
斉昭助教授を講師に迎え、「フランスに
おける公証制度」と題する報告を聴いた。
この報告は、同助教授の留学中における、
現役公証人に対する聞き取り調査の結果
に基づくものであり、フランス文化・社
会に深く根ざした公証制度のありさまを
手に取るように理解できる内容であった。
④ 9月16日には、本研究班研究員・千藤
教授による「公正証書遺言作成における
公証人の職務」と題する、報告を聴いた。
同報告は、同教授の長年の相続法研究の
成果を基に、本研究班でのテーマである
「フランスにおける公証人の専門家責任」
研究への架橋を行うものであり、同テー
マで展開される議論の方向性が明確にな
った。
⑤ 2007年1月27日には、今瞭美弁護士
による「公正証書問題について」と題す
る報告を聞いた。公正証書の杜撰な作成
事例に対する同弁護士の訴訟活動を中心
に昨今のサラ金問題に至るまで、同弁護
士の長年の実務経験からきわめて興味深
い実態が明らかになった。
その他の研究活動
各研究員それぞれの立場から、設定された
●政策形成研究班
研究課題の達成に向けて、公証法学会への出
席や東京公証人協会訪問インタビュー等、研
究調査活動を行った。
また、 2007年3月25日より28日まで韓国を
訪問し、韓国公証制度また、それに関連して、
韓国訴訟実務の実態調査を行った。 3月26日
は、ソウル西部地方裁判所を見学した後、大
韓公証協会協会長チョヘイジョン氏の公証事
務所を訪れ、韓国公証制度の概要、翰国にお
ける公証人の専門家責任の状況、電子公証制
度導入の動き等について詳しく話を伺った。
27日は、高麗大学校法科大学を訪問した後、
ソウル中央地方裁判所、家庭裁判所を見学し
た。なお、この綿国公証制度調査に先立ち、
同年3月17日午後12時より同調査の事前打ち
合わせを行った。
むすび
以上のように、学外講師との研究会、海外
調査と、充実した活動をすることができた。
こうした 2年間の成果を基に、まもなく研究
叢書を上梓できるものと期待している。
（久保宏之）
研究課題 21世紀の政策形成における新たな価値の生成と展開
研究員と研究分担
主 幹岡本哲和（総合情報学部教授）
総括・研究班全体の統括および数量データ分析
研究員土倉莞爾（法学部教授）
フランスにおける政策形成についての分析および日本との比較研究
研究員小西秀樹（法学部助教授）
日本の政策形成過程についてのモデル構築および実務家への聞き取り調査担当
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研究員廣川嘉裕（法学部専任講師）
福祉政策についての分析および実務家への聞き取り調査とアンケート調査担当
委嘱研究員 窪田 好男（神戸学院大学法学部助教授）
政策評価における価値の分析および実務家への聞き取り調査とアンケート調査担当
委嘱研究員 脇坂 徹（法学部非常勤講師・大阪外国語大学非常勤講師）
政策型住民投票の分析と数量データの処理
本研究班の目的は、 IT化やグローバライゼ
イションなどが引き起こしている社会におけ
る価値の変容が、政策決定、政策実施、政策
評価、政策終了といった政策過程の各ステー
ジにどのような影響を及ぼしているかを実証
的に明らかにすることにある。
各研究員は、前回の研究動向で報告した内
容についてさらに研究を進め、来年度に予定
される研究叢書の刊行に向けた活動を行って
いる。これに関し、 2006年12月22日に研究会
を開催して、各研究員の研究進行状況につい
ての報告と、研究叢書の編集に関わる話し合
いを行った。そこにおいて各研究員の研究進
行状況が確認され、研究叢書の構成やタイト
ルなどについて協議した。
各研究員がそれぞれ進めている研究の進行
状況について、その概要を説明する。
(1) 岡本哲和（主幹）
政策の終了と価値の変化との関係を明らか
にするために、都道府県における民間委託を
取り上げた研究を行った。
具体的には、都道府県による情報システム
関連の民間委託について、その度合いを測る
指標を『地方自治コンピュータ総覧』各年度
版から作成した。それに対して都道府県の財
政状況、知事の党派性、地方議会の党派別構
成、個人情報保護への配慮が影響を及ぼして
いる可能性があるとの仮説を構築した上で、
パネル修正標準誤差を用いたPrais-Winsten 
モデルによる分析を行った。結果は、議会の
党派性が民間委託の程度に影響を及ぼしてい
る、というものであった。これは、わが国に
おける民間委託についての研究に新たな知見
を付け加えるものである。この成果を、論文
としてまとめている状況である。
(2) 土倉莞爾
近年注目を集めている社会資本 (social
capital) を取り上げて、日本およびヨーロッ
パを例として、それと政策形成との関連につ
いての研究を継続し、その成果をまとめる作
業を行っている。
(3) 小西秀樹
地方自治体における政策形成過程の新動向、
とくに首長と議会の関係についての研究を継
続して行った。具体的には、「市政改革マニ
フェスト」に至るまでの大阪市政改革の政治
過程を取り上げて、政策形成過程がオープン
になってきていることを明らかにした。これ
について、論文の執筆を行っている。
(4) 廣川嘉裕
福祉政策の実施（福祉サービスの提供）に
おける行政と非営利組織の協働のあり方につ
いての理論的な研究を継続して行った。特に、
イギリスにおいて注目される、政府とボラン
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タリー組織が結んだCompact(盟約）につい
ての分析を行った。この盟約という手法が日
本においても有効な手段たり得ることを論文
としてまとめている。
(5) 窪田好男
わが国における政策評価の問題点を明らか
にすることを目的として、構造改革特区の評
価委員会や自治体の外部評価委員会の事例の
収集を完了した。これに基づき、一つの問題
に対して様々な解決策があり得ること、そし
てそれは政策主体の多様性に由来することを、
政策手法論の開発という観点から論文として
まとめる作業を行っている。
(6) 脇坂徹
政策形成決定過程としての住民投票につい
て、新聞記事データベース・自治体サイト等
を用いで情報収集・資料収集を完了した。そ
れに基づき、住民投票における投票率および
投票結果に影響を及ぼす要因についての実証
的分析を行ってその成果をまとめる段階に入
っている。
（岡本哲和）
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